
京都市市税条例の一部を改正する条例（令和２年６月２日京都市条例第   号）（行財

政局税務部税制課） 

地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）が公布されたことに伴

い，次のとおり必要な措置を講じることとしました。 

１ 個人の市民税 

  ⑴ 所得割の納税義務者が，指定行事の中止等により生じた入場料金等払戻請求権の

全部又は一部を指定期間内に放棄した場合には，当該納税義務者がその放棄をした

日の属する年中にその放棄をした部分に係る入場料金等払戻請求権相当額（一定の

金額を除きます。）の寄附金を支出したものとみなして，寄附金税額控除を適用す

ることとします。（附則第３１条関係） 

  ⑵ 住宅借入金等特別税額控除について，所得割の納税義務者が前年分の所得税につ

き新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に

関する法律第６条第４項の規定の適用を受けた場合は，その適用期限を令和１６年

度まで延長することとします。（附則第３２条関係） 

２ 固定資産税及び都市計画税 

  ⑴ 中小事業者等が所有し，かつ，その事業の用に供する家屋及び償却資産に対して

課する令和３年度分の固定資産税又は都市計画税の課税標準を，新型コロナウイル

ス感染症及びそのまん延防止のための措置の影響により事業収入割合が１００分の

７０以下となる場合にあってはその価格に２分の１を乗じて得た額とし，１００分

の５０以下となる場合にあっては零とします。（附則第３３条関係） 

  ⑵ 中小事業者等が令和３年３月３１日までの間に生産性向上特別措置法に規定する

認定先端設備等導入計画に従って取得をした同法に規定する先端設備等に係る固定

資産税の課税標準の特例措置について，その適用対象に事業の用に供する家屋及び

構築物を加えることとします。（附則第３４条関係） 

３ 軽自動車税 

   自家用の３輪以上の軽自動車に対して課する環境性能割の税率を１００分の１とす

る特例措置について，その対象となる軽自動車の取得期限を令和３年３月３１日まで

延長します。（附則第１６条の４の６関係） 

４ その他 

⑴ その他必要な規定の整備を行います。 

５



⑵ 上記２及び３の改正は公布の日から，上記１の改正は令和３年１月１日から施行

します。 



 京都市市税条例の一部を改正する条例を公布する。 

  令和２年６月２日 

京都市長  門 川 大 作   

京都市条例第   号 

   京都市市税条例の一部を改正する条例 

第１条 京都市市税条例の一部を次のように改正する。 

附則第１６条の４の６第３項中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月３１日」

に改める。 

附則に次の３条を加える。 

 （新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る申請書の訂正等の期間） 

 第３０条 第４条の３第８項（京都市宿泊税条例第１７条前段において適用する場合を

含む。）の規定は，法附則第５９条第３項前段において準用する法第１５条の２第８

項前段に規定する条例で定める期間について準用する。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る中小事業者等の家屋及び償却資産に対する固定

資産税及び都市計画税の課税標準の特例） 

第３１条 法附則第６１条第１項各号列記以外の部分に規定する特例対象資産に対し

て課する固定資産税又は都市計画税の課税標準は，第４２条，第４３条又は第２１

６条第１項の規定にかかわらず，令和３年度分の固定資産税又は都市計画税に限り，

当該特例対象資産に係る固定資産税又は都市計画税の課税標準となるべき価格に，

法附則第６１条第１項各号に掲げる場合に応じ，当該各号に定める割合を乗じて得

た額とする。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る先端設備等に該当する家屋及び構築物に対する

固定資産税の課税標準の特例） 

第３２条 法附則第６２条の規定の適用を受ける固定資産に対して課する固定資産税

の課税標準は，第４２条又は第４３条の規定にかかわらず，法附則第６２条に規定

するところによる。この場合において，同条に規定する条例で定める割合は，零と

する。 

第２条 京都市市税条例の一部を次のように改正する。 

附則第３２条前段中「附則第６２条」を「附則第６４条」に改め，同条を附則第３

４条とする。 

５



附則第３１条中「附則第６１条第１項各号列記以外の部分」を「附則第６３条第１

項各号列記以外の部分」に，「附則第６１条第１項各号に」を「附則第６３条第１項

各号に」に改め，同条を附則第３３条とし，附則第３０条の次に次の２条を加える。 

 （新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

 第３１条 市民税の所得割の納税義務者が，指定行事（新型コロナウイルス感染症等の

影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律（次条において「新型コ

ロナウイルス感染症特例法」という。）第５条第４項に規定する指定行事をいう。）

の中止等（同条第１項に規定する中止等をいう。）により生じた入場料金等払戻請求

権（同項に規定する入場料金等払戻請求権をいう。）の全部又は一部を同項に規定す

る指定期間内に放棄した場合には，当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中

に法附則第６０条第４項に規定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第３１４条の７

第１項第３号に掲げる寄附金を支出したものとみなして，第２７条の６第３項の規定

を適用する。 

 （新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例） 

第３２条 市民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス

感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附則第５条の３第１

項の規定の適用については，同項中「令和１５年度」とあるのは，「令和１６年

度」とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２条及び次項の規定は，令和３年１

月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の京都市市税条例附則第３１条の規定は，地方税法等の一

部を改正する法律（令和２年法律第２６号）附則第４条に規定するときについても適

用する。この場合においては，その寄附金の支出を新型コロナウイルス感染症等の影

響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律第５条第１項に規定する入

場料金等払戻請求権（以下「入場料金等払戻請求権」という。）の全部又は一部の放

棄と，当該支出に係る寄附金の額を当該放棄をした部分の入場料金等払戻請求権の価

額とみなす。 

（行財政局税務部税制課）


